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�愛媛県告示第７２９号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成２９年６月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

南宇和郡愛南町脇本３９６の２、３９６の３

２ 保安林として指定された目的

魚つき

３ 解除の理由

道路用地とするため

�愛媛県告示第７２８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成２９年６月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７３０号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２９年６月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

ファースト薬局 東温市田窪３０８番地６ 愛ファーマシー株式会社 薬局（育成医療・
更生医療）

平成２９年
６月１日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（特－２４）第２０６４号 平成２４年
１１月２７日 愛媛土木工業� 福本三枝子 伊予市双海町上灘甲５４０２

－１
平成２９年
５月９日 造園工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－２８）第４８２１号 平成２９年
２月１４日 �山装 山本 明利 松山市保免上１－１５－１９ 平成２９年

５月１０日
土木工事業
舗装工事業

建設業の廃止
（一部）

毎週（火・金）曜日発行 第２８８３号 平成２９年６月１６日

平成２９年６月１６日金曜日 第２８８３号

愛 媛 県 報
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公 告 選挙管理委員会告示

�公 告

クリーニング師試験の施行について

クリ－ニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第７条第１項の規定

による平成２９年度クリーニング師試験を次のとおり施行する。

平成２９年６月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の日時

平成２９年９月７日（木）午前９時

２ 試験の場所

� 学科試験

松山市三番町７丁目６－９ 愛媛県薬剤師会館

� 実地試験

松山市三番町７丁目６－９ 愛媛県薬剤師会館

３ 受験願書の提出期間

平成２９年７月２４日（月）から８月７日（月）まで。ただし、郵

送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所と、県外居住者

については愛媛県保健福祉部健康衛生局薬務衛生課とする。

５ その他

受験についての必要事項は、受験票により指示する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第２４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２９年６月１６日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１８２，９３０

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，６５９

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４７，８６７

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�愛媛県告示第７３１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２９年６月１６日

愛媛県中予地方局長 福 井 琴 樹

（般－２８）第１１１１６号 平成２８年
７月５日 城東開発解体� 山本 逸雄 松山市白水台三丁目乙５３

３－１
平成２９年
５月１１日 造園工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－２４）第９４７５号 平成２４年
６月１９日 四建環境� 武村 秀行 松山市来住町１３０９－２ 平成２９年

５月１６日 造園工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２４）第１７０４７号 平成２４年
７月２４日 愛媛不動産情報� 重松 宗孝 松山市堀江町３３８－２ 平成２９年

５月１９日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２４）第１７０８７号 平成２４年
１０月１７日 仙波農園 仙波 太郎 松山市北�米町３２ 平成２９年

５月２２日 造園工事業 建設業の廃止
（法人成り）

（般－２８）第１６８３２号 平成２８年
４月１４日

アルファコーポレーショ
ン� 千原 守員 松山市姫原３－１０－３８ 平成２９年

５月２２日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２７）第１７６７２号 平成２８年
２月２５日 武智電器商会 武智 広治 松山市南�米町６７１－２ 平成２９年

５月２６日 電気工事業 建設業の廃止
（法人成り）

（般－２４）第１１５１２号 平成２４年
５月１６日 �川口兄弟電気 川口 忠夫 松山市安城寺町１３２３－３ 平成２９年

５月３０日 電気工事業 建設業の廃止

（般－２７）第１７４８４号 平成２７年
５月１５日 木屋建設� 寺田 光男 松山市畑寺２－１１－３５ 平成２９年

５月３０日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２７）第１７５９２号 平成２７年
１０月５日

�ＬＩＵＥＸ ＤＥＳＩ
ＧＮ ＷＯＲＫＳ 石村 政哉 松山市立花３－２－３０－

１
平成２９年
５月３１日 建築工事業 建設業の廃止

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２９中局建（開）第１２号

平成２９年６月６日
伊予郡松前町大字横田字高代５６３番７

松山市北�米町３１５番地２
野 田 勇 樹

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４４，０５０ １４，６８４

南 宇 和 郡 １９，８０４ ６，６０２

愛 媛 県 報平成２９年６月１６日 第２８８３号

４３１



公営企業公告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２９年６月１６日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

１ 入札に付する事項

� 件名

血管連続撮影装置の借入れ

� 借入物品名及び数量

血管連続撮影装置 １式

（使用にあたり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成３０年１月１日から平成３５年１２月３１日まで

（借入期間満了後、借入物品の所有権を愛媛県へ移転するも

のとする）

� 借入場所

愛媛県松山市春日町８３番地

愛媛県立中央病院

� 設置完了日

平成２９年１２月２５日

� 入札方法

ア この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負

等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい

う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請

負等編）７�又は�の規定により紙入札による参加承諾を受
けた者にあっては、紙入札を行うことができる。

イ 入札金額は、１月当たりの借入代金とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２９年度の製造の請負等に係る一般競争

入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項に該

当する者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� この公告で示す物品を借入期間の開始までに確実に納入でき

ることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要があ

る場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証

明した者であること。

３ 入札書の提出方法等

� 提出書類及び入札書の提出方法

電子入札システムによる。

� 契約条項及び入札説明書の掲載場所

愛媛県入札情報公開システム上に掲載する。

http://www.pref.ehime.jp/h40180/e‐bid‐nyuusatsu/

� 入札書のほかに提出する書類の受領期限

平成２９年７月１９日（水）午後５時００分まで。

� 入札書の受領期限

電子入札システムによる場合は、平成２９年７月２６日（水）か

ら平成２９年７月２７日（木）までの電子入札システム稼動時間中

（午前９時００分から午後８時００分まで（ただし、７月２７日は午

後５時１５分まで））。

紙入札による場合は、平成２９年７月２７日（木）午後５時１５分

まで。

� 開札の日時及び場所

平成２９年７月２８日（金）午前１０時００分

愛媛県公営企業管理局会議室（愛媛県庁第二別館２階）

� 問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―１０００ 内線４６２３

又は（０８９）９１２―２７９４

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、入札説明書等に基づ

き平成２９年７月１９日（水）午後５時００分までに提出しなければ

ならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

松山市・上浮穴郡 ４３９，１０２ １３９，８５１

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４３，２５４ ４７，７５２

宇和島市・北宇和郡 ８０，４８８ ２６，８３０

八幡浜市・西宇和郡 ３９，４１４ １３，１３８

新 居 浜 市 １０１，４７０ ３３，８２４

西 条 市 ９３，０３３ ３１，０１１

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５２，７８６ １７，５９６

伊 予 市 ３１，９１８ １０，６４０

四 国 中 央 市 ７５，２４３ ２５，０８１

西 予 市 ３４，２０８ １１，４０３

東 温 市 ２８，１６０ ９，３８７

愛 媛 県 報平成２９年６月１６日 第２８８３号
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２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から第１５４条までの規

定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額及

び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に限

る。）により３�に掲げる場所に提出すること。
� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： Digital

Subtraction Angiography，１ set

� Time limit of tender：５：１５ p．m．，２７ July２０１７

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Administration Bureau，Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

平成２９年６月１６日 発行

愛 媛 県 報平成２９年６月１６日 第２８８３号
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